
- 1 -

平成平成平成平成２２２２２２２２年 給 与 勧 告 等年 給 与 勧 告 等年 給 与 勧 告 等年 給 与 勧 告 等 のののの 概 要概 要概 要概 要平成２２年１０月６日奈 良 県 人 事 委 員 会本委員会は、本日（１０月６日）、県議会及び知事に対して、職員の給与等に関する報告及び勧告を行いました。その概要は、以下のとおりです。
○○○○ 給与勧告給与勧告給与勧告給与勧告ののののポイントポイントポイントポイント

～ 月例給、ボーナスともに引下げ ～ 平均年収は△８．８万円（△１．４％）

① 公民較差（△０．１０％）を解消するため、月例給（給料月額）の引下げ改定

② 期末手当・勤勉手当（ボーナス）の引下げ（△０．２０月分）

ⅠⅠⅠⅠ 職員職員職員職員のののの給与給与給与給与についてについてについてについて（（（（１１１１））））県職員県職員県職員県職員のののの給与給与給与給与とととと民間給与民間給与民間給与民間給与とのとのとのとの比較比較比較比較① 月例給 較 差 特例条例民間の給与 (Ａ) 職員の給与 (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ) (給与減額)(Ａ) － (Ｂ) ×100(Ｂ) の 適 用３９３３９３３９３３９３,,,,６８７６８７６８７６８７円円円円 △△△△３８３３８３３８３３８３ 円円円円 △△△△００００....１０１０１０１０ ％％％％ 減 額 前減 額 前減 額 前減 額 前３９３３９３３９３３９３,,,,３０４３０４３０４３０４円円円円 (３８８,４０２円) (４,９０２円) (１.２６ ％) 減 額 後(注)１ 職員の給与は、行政職給料表適用者（平均年齢44.3歳､平均経験年数22.5年）であり、諸手当(扶養手当、地域手当、住居手当等)を含む。２ 職員の給与・較差欄の上段は、特例条例による減額前の職員給与に基づき算定同欄の下段の括弧書きは、特例条例による減額後の職員給与に基づき算定② 期末手当・勤勉手当（ボーナス）民間の支給状況（３.９５月）が、職員（４.１５月）を下回っている。（（（（２２２２））））給与改定給与改定給与改定給与改定のののの内容内容内容内容① 給料表人事院勧告に準拠することを基本に改定・中高齢層が受ける給料月額に限定して引下げ（平均改定率△０．１％）ただし、医療職給料表（一）については、改定しない。② 期末手当・勤勉手当民間の支給割合に見合うよう引き下げ 年間支給月数 ４.１５月分 → ３.９５月分一般職員の支給月数 ６月期 １２月期本年度 期末手当 1.25 月 (支給済み) 1.35 月 (現行1.5月）勤勉手当 0.7 月 (支給済み) 0.65 月 (現行0.7月）Ｈ23年度 期末手当 1.225月 1.375月以 降 勤勉手当 0.675月 0.675月
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③ 改定の実施時期改正条例の公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初日であるときは、その日）から実施（給与の調整措置）人事院勧告に準じて所要の調整措置を行う必要がある。なお、本県では、特例条例による臨時的な職員給与の抑制措置が実施されており、そうした実情を考慮して調整することが必要＜超過勤務手当＞月60時間を超える超過勤務に係る超過勤務手当の支給割合を適用するにあたり、本県における民間事業所の調査結果を踏まえ、超過勤務時間の積算の基礎に日曜日又はこれに相当する日の超過勤務を含めるよう改正＜教員の給与＞教員の給与については、国の方針に沿った見直しが進められているところであり、今後も、国の動向を踏まえ、引き続き、見直しを進めていくことが必要＜勤務実績の給与への反映＞・ 人事評価制度を構築し、その実施結果を適切に活用していくことは、組織の活性化や公務能率の向上を図り、質の高い行政サービスを提供していく上で重要・ 一般の職員の勤勉手当の成績率の運用にあたっても評価結果を活用するなど、その取組を一層推進していくことが必要＜給与構造改革について＞・ 職員の給与について、国家公務員の給与構造改革に準じ、平成18年度から段階的に改革を進めてきたところ・ 人事院は今回の報告において、改革終了後の取組みについて言及しているが、職員の給与についても、国の動向に留意しつつ、本県の実情等を踏まえ適切に対応
ⅡⅡⅡⅡ 人事管理人事管理人事管理人事管理についてについてについてについて１１１１ 仕事仕事仕事仕事とととと生活生活生活生活のののの調和調和調和調和にににに向向向向けたけたけたけた勤務環境勤務環境勤務環境勤務環境のののの整備整備整備整備① 超過勤務の縮減・ 超過勤務の縮減のためには、なによりもまず、管理職員自らが意識改革を行い、超過勤務の必要性・緊急性を的確に判断し、マネジメント能力を磨くことが重要・ 職員一人ひとりも、常にコスト意識を持って効率的で円滑な業務の執行を心がけることが大切② 年次有給休暇の取得の促進・ 年次有給休暇の取得促進のためには、管理職員が自ら範を示すことが重要であり、同時に職員自らも仕事と生活の調和のあるメリハリのある働き方を心がけ、計画的・連続的に取得するよう努めることが必要・ 休暇の取得が進まない職場においては、管理職員が中心となってその原因を究明してその改善に努め、休暇の一層の取得促進を図ることが必要
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③ 両立支援の推進・ 育児休業、介護休業又は家族介護に係る諸法の改正を受けて、育児休業等が取得できる職員の範囲の拡大、産後パパ育休、短期介護休暇などの必要な制度整備が行われたところ。今後は、制度の周知を図るとともに、活用しやすい職場の環境づくりを引き続き進めることが必要・ 本年４月、子育てに関して、次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画の後期計画が策定され、平成26年度の数値目標が掲げられたが、計画に掲げられた取組が実効性のあるものとなるよう努めることが必要２２２２ メンタルヘルスメンタルヘルスメンタルヘルスメンタルヘルス対策対策対策対策・ 各種相談業務や研修会開催に加え、長期療養中職員の円滑な職場復帰及び再発防止のための支援、パワ―・ハラスメント防止のための指針策定など、新たな取組みも行われているところ。これらが有効に活用され、機能していくよう、絶えず見直しに努めるとともに、今後とも、様々な取組を進めていくことが必要・ 各職場において、職員間でコミュニケーションを活発に行い、職員のメンタルヘルスに関する理解を深めることにより、心身の故障が起こりにくい勤務環境の整備に取り組むことが必要３３３３ 人材人材人材人材のののの確保確保確保確保・・・・育成育成育成育成① 人材の確保本県を取り巻く環境の変化を踏まえ、これからの県政を担いうる資質の高い人材の確保に努めていくことが必要② 人材の育成・ 各種研修やＯＪＴの実施、能力開発シートによる面談を活用した能力開発支援など、様々な人材育成と士気向上に向けた取組が必要・ 女性職員の意欲、能力を活用していくため、女性職員の職域の拡大や管理職への登用も積極的に進めていくことが必要４４４４ 高齢期高齢期高齢期高齢期のののの雇用問題雇用問題雇用問題雇用問題職員が高齢期の生活に不安を覚えることなく、職務に専念できる環境を整備することは重要であるため、今後の人事院の動向には十分注視が必要５５５５ 労働基本権問題労働基本権問題労働基本権問題労働基本権問題地方公務員の労働基本権についても、国家公務員と整合性をもって検討することとされていることから、今後の制度設計に向けた議論について、引き続き十分注視していくことが必要
ⅢⅢⅢⅢ 給与勧告制度給与勧告制度給与勧告制度給与勧告制度のののの意義及意義及意義及意義及びびびび実施実施実施実施のののの要請要請要請要請・ 給与勧告制度は、労働基本権が制約されていることの代償措置として、職員に対し、社会一般の情勢に適応した適正な給与水準を維持・確保する手段として重要な役割を果たしていると思料・ 議会及び知事におかれては、給与勧告制度が果たしている役割に深い理解を示され、勧告どおりに実施されるよう要請・ 特例条例による給与の減額措置については、本県の財政事情等を踏まえた臨時的・特例的な措置としてやむをえず実施されて来たものとはいえ、本年で８年にわたり、この間の職員に与える影響が憂慮されるところであり、誠に遺憾の意を表さざるを得ないところ。今後、諸情勢が整い次第、すみやかに給与勧告制度に基づく本来の職員の給与水準が確保されるよう望むもの・ 職員においては、県民全体の奉仕者としての高い使命感と倫理観を保持し、職務に精励されることを期待
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【参考】

改 定 後 の 平 均 給 与（行政職給料表適用者） 現 行 改 定 後 増 減月 額 ３９３,６８７円 ３９３,２８５円 △ ４０２円年 額 ６,４１９,０００円 ６,３３１,０００円 △８８,０００円（期末・勤勉手当含む）（注）１ 特例条例による減額措置がないものとした場合で算出２ 行政職給料表適用者の平均年齢は４４.3歳､平均経験年数は２２.5年３ 諸手当(扶養手当、地域手当、住居手当等)を含む。
モ デ ル 給 与 例 （行政職給料表適用者）項目 年間給与の減少額年 齢 家 族 構 成 給 与 月 額 （期末・勤勉手当含む）役職名 (歳) (円) (円)部 長 － 配偶者 ６８２,８１５ △１６６,０００部 次 長 － 配偶者 ６１２,４６５ △１４８,０００課 長 － 配偶者、子１人 ５４４,６３５ △１１３,０００課 長 補 佐 ５０ 配偶者、子２人 ４５２,４４５ △１０６,０００係 長 ４５ 配偶者、子２人 ４１８,３２０ △９５,０００主 査 ４０ 配偶者、子２人 ３８８,９２０ △８８,０００主 査 ３５ 配偶者、子１人 ３３２,７４５ △６８,０００主 任 主 事 ３０ 配偶者 ２６７,８５５ △５２,０００主 事 ２５ 独 身 ２０６,７４５ △４２,０００（注）１ 特例条例による減額措置がないものとした場合で算出２ 給与月額及び年間給与（期末・勤勉手当含む）の減少額は、給料、扶養手当、管理職手当及び地域手当を基礎に算出○地 域 手 当 ： 全役職（本庁勤務５.０％）○管理職手当 ： 課 長（ ７６,７００円）部次長（１０３,７００円）部 長（１２８,９００円）


